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単位：事業

計 A B C  E D

全事業合計

基本目標１
地域で子育てを支える環境づくり
重点施策（１）
地域の子育て支援意識の高揚
　　①子育て支援についての意識啓発
　　②仕事と子育ての両立における男性の意識啓発
　　③子どもの権利への正しい理解の促進
　　④企業等における子育て支援の促進
重点施策（２）
子育て支援地域づくり
　　①地域活動を通じた子育て支援の促進
　　②子育てボランティアやサークル活動の支援育成
　　③子育て支援活動等への男性の参加の促進
重点施策（３）
子どもや子育て家庭にやさしいまちづくり
　　①安全で安心して生活できる環境づくり
　　②地域ぐるみの安全活動の促進
　　③子ども自身の防犯意識の高揚
　　④子どもにとって有害な環境の解消
　　⑤子育てバリアフリーの推進重点施策
重点施策（４） 
児童虐待防止体制の充実
　　①児童虐待を未然に防ぐ対策の強化
　　②保護救済体制の充実
基本理念２
子どもたちがいきいきと成長できる環境づくり
重点施策（１）
家庭における子どもの成長への支援
　　①親の学習機会の充実
重点施策（２）
学校における子どもの成長への支援
　　①子どもの生きる力を育む学校教育の推進
　　②子ども自身の声をきく相談の充実  

127
100.0％

31
100.0％

6

1
1
2
2

4

1
2
1

16

2
5
1
2
6

5

4
1
31

100.0％

4

4

18

16
2

朝日町
子育て短期支援
（ショートステイ）
事業のお知らせ

朝日町
子育て短期支援
（ショートステイ）
事業のお知らせ

朝日町
子育て短期支援
（ショートステイ）
事業のお知らせ

　ご家庭内で子育てが一時的に困難になった場合に、子
ども（満十八歳に満たない方）をお預かりする事業です。
利用要件（町内に居住している方）
　○子育てが一時的に困難な場合
　　・疾病
　　・育児の疲れ、慢性疾患児の看病疲れ、育児不安等
　　　身体上又は精神上の事由
　　・出産、看護、事故、災害、失踪その他家庭養育上
　　　の事由
　　・冠婚葬祭、転勤、出張、学校等の公的行事への参
　　　加その他社会的な事由
　○経済問題等により緊急一時的に母子の保護を必要と
　　する場合
　○母子が夫の暴力等により緊急一時的に保護を必要と
　　する場合
利用期間　原則として１回の利用につき７日以内
　　　　　（宿泊を伴います。）
利用内容　食事、その他身の回りの世話など
利用手続　子育て健康課窓口で事前の申請が必要です。
　　　　　※認め印をご持参ください。
利用料金

利用世帯区分 児童年齢区分 利用者負担分（日額） 

生　活　保　護　世　帯 
２歳未満児
２歳以上児

緊急一時保護の母親
２歳未満児
２歳以上児

緊急一時保護の母親
２歳未満児
２歳以上児

緊急一時保護の母親

0円
0円
0円

1,100円
1,000円
300円
5,350円
2,750円
750円

市町村民税非課税世帯 

一　　般　　世　　帯 

利用施設
　乳児院・児童養護施設エスペランス四日市
　児童養護施設エスペランス桑名
　※場合によってはご利用できないことがあ
　　ります。

問い合わせ先
　子育て健康課　TEL 377－5652 

 

寄附金税制の改正

生命保険料控除の改正  

問い合わせ先：税務課TEL377－5655 

　16歳未満の扶養親族に係る扶養控除（33万円）が
廃止されました。また、16歳以上19歳未満の特定扶
養親族に係る扶養控除の上乗せ部分（12万円）が廃
止され、扶養控除の額が33万円となりました。なお、
19歳以上23歳未満の特定扶養控除（45万円）につい
ては、変更ありません。 

（平成25年度から適用されます！）
　現行の生命保険料控除は、「一般の生命保険料控
除」及び「個人年金保険料控除」の2種類に分けら
れており、それぞれ適用限度額が3.5万円ずつ（合
計適用限度額は7万円）となっていますが、平成25
年度より「一般の生命保険料控除」および「個人年
金保険料控除」に加えて「介護医療保険料控除」
（介護保険または医療保障を内容とする主契約また
は特約に係る支払保険料等についての控除）が設け
られました。平成24年1月1日以降締結分の生命保
険契約等について、適用限度額はそれぞれ2.8万円
になります。（合計適用限度額は7万円のまま変更
ありません。）

　寄附金税額控除の適用下限が5千円から2千円に引
き下げされました（平成23年中の寄附から適用）。
所得税の確定申告をしていない方で寄附金税額控除の
適用を受けるには、「市町村民税・道府県民税寄附金
税額控除申告書」を提出する必要があります。詳しく
はお問い合わせください。 

扶養控除の見直し
町・県民税の主な税制改正町・県民税の主な税制改正町・県民税の主な税制改正
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（１）実施の方法
 実施した107事業（再掲を含む）について、各担当課により、平成22年度の事業の実施内容を調査しまし
た。また、平成23年度については、平成22年の実施内容も踏まえ、事業の評価を行いました。
（２）評価の区分
　　平成23年度の評価区分は以下となります。
　　Ａ：十分取り組めた（100%以上実施）
　　Ｂ：ある程度取り組めた（70%以上 100%未満実施）
　　Ｃ：あまりできなかった（40％以上 70%未満実施）
　　Ｄ：できなかった（40%未満実施）
　　Ｅ：事業未実施 
（３）評価の総括

朝日町次世代育成支援行動計画事業評価結果 朝日町次世代育成支援行動計画事業評価結果 


